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   開     議 

 

 

○浅野敏明議長 おはようございます。 

 これより本日の会議を開きます。 

 本日の会議に欠席の通告議員は、ございませ

ん。 

 よって、ただいまの出席議員は定足数に達し

ております。 

 本日の会議は、配付しております議事日程第

３号をもって進めます。 

 

 

 日程第１ 市政一般に関する質問 

 

 

○浅野敏明議長 日程第１、市政一般に関する質

問を３日に引き続き行います。 

 それでは順次、ご指名いたします。 

 

 

 鈴木富美子議員の質問 

 

 

○浅野敏明議長 順位６番、議席番号10番、鈴木

富美子議員。 

  （10番鈴木富美子議員登壇） 

○１０番 鈴木富美子議員 おはようございます。 

 清和長井の鈴木富美子です。令和３年も残す

ところ１か月を切りました。今年は新型コロナ

ウイルス感染症から始まり、現在は少しずつ感

染症の人数は減少しているものの、オミクロン

株という新しい変異株が広がっていることが懸

念されます。いつになったら元の生活に戻れる

のか、また先が見えなくなったような気がいた

します。インフルエンザにも注意が必要な季節

であり、うがい、手洗いの基本的なことはもち

ろんですが、一人一人が感染症予防の意識を持

ち、責任ある行動を取るべきと思います。 

 12月の定例会は２項目の質問をいたしますの

で、明確なご答弁よろしくお願いいたします。 

 初めに、会計年度任用職員の雇用環境改善に

ついて質問をいたします。 

 地方公務員法改正により、2020年４月から、

非正規公務員の多くは会計年度任用職員として

一本化されました。その背景には、総務省によ

りますと、2005年に全国で45万人程度だった地

方自治体の非正規公務員は、2016年にはおよそ

64万人にまで増加しました。10年余りで1.4倍

に増加したことになります。非正規公務員が増

えている原因として、自治体の財政困難や、求

められるサービスの多様化が上げられるようで

す。 

 長井市における会計年度任用職員数は、令和

３年４月１日現在、男性45人、女性108人、合

計153人とお聞きしております。会計年度任用

職員は全体の約33％の人数になります。その中

で、女性の採用が半数以上を占めている理由を

総務課長にお聞きしたいと思います。 

 また、年代別に見ますと、女性は30歳代から

50歳代が多いようですが、産前産後の休暇を取

得された方は何人おられ、その後、職場復帰は

なされたのか、併せて総務課長にお聞きいたし

ます。 

 産前産後の休暇の取扱いについては、職員は

特別休暇で有給となります。産前産後の休暇の

週についても、産前８週、産後８週です。会計

年度任用職員は、産前６週、特別休暇は無給と

なっているようです。この雇用環境でいいので

しょうか。出産、育児は女性にとって一生をか

けた仕事であり、出産したことにより、家事の

負担、育児の負担、家計費には大きく影響があ

ると思います。市役所が女性の働きやすい職場

のお手本を見せ、子育てするなら長井市が市長
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の目指すところではないでしょうか。市長の見

解をお聞きいたします。 

 また、雇用に関してですが、継続などの保障

がない限り、現在の環境で子供をもっと欲しい

と考えることができるのか、少子高齢化社会と

なっている現状で、長井市としての独自の対応

を検討する必要があると思われますが、市長の

考えをお聞きいたします。 

 育児休業についても配慮が必要かと思います。

会計年度任用職員の場合、１年ごとの契約にな

るので難しいかもしれませんが、子供は欲しい

けれど仕事がなくなる、そんな不安を抱えてい

る現状があるのではないでしょうか。この現状

についてと今後の雇用体制について、市長の考

えをお聞きいたします。 

 次に、２項目めに入ります。２項目めは、す

みれ学園についてお聞きいたします。 

 すみれ学園は、未就学の障害児を対象とした

児童発達支援事業所です。昭和54年に、市直営

の心身障害児小規模通園施設として花作町に開

設されました。平成24年には児童福祉法による

児童発達支援事業所となり、通園支援を実施し

ております。平成27年度には、保護者からの要

望が高かった開所日数を増やし、時間の延長を

行ったところ、利用児童も増加しました。平成

28年度には、通所児童の増加に対応するため、

現在の清水町にある旧保育施設に移設して運営

しております。しかしながら、施設は古く、駐

車場も遠くにあり、登園、降園にはとても不便

をかけている現状です。 

 そこでお聞きいたします。利用者の人数、ど

この地域からの利用か、毎日通園しているのか、

現在の実態について、子育て推進課長にお聞き

いたします。あわせて、子供たちの症状や障害

のレベルについて、答えられる範囲でお答えく

ださい。 

 子供たちの障害に合わせた対応など、保育と

支援の違いがあると思います。職員の負担や技

術のレベルの問題はないのでしょうか。子育て

推進課長にお聞きいたします。 

 また、保護者会など定期的に行っていると思

いますが、父兄からどのようなお話や意見が出

されているのか、子育て推進課長にお聞きいた

します。 

 今後、３年間の利用者数の予測などはできて

いるのか、子育て推進課長にお聞きいたします。 

 令和元年の９月定例会において、すみれ学園

の今後の方向性について質問をいたしました。

その際、市長は、「長井市と一体の福祉、地域

の福祉を担っていただく社会福祉法人の社会福

祉協議会に移管して、職員の待遇改善も含め、

移管するという手続を今準備しているところで

す」と答弁されております。また、令和２年３

月の金子議員の質問に対し、市長は、「構想と

して、すみれ学園の今後について、まずは職員

が安心して働ける環境整備の面からも、成田に

あるせせらぎの家に隣接する市有地に新築、移

転することが、サポートを含めて適地だと考え

ます」と答弁されております。 

 社会福祉協議会への移管の考えや新築移転の

考えはその後どうなっているのか、すみれ学園

に通園している子供たちの保護者の不安を少し

でも解消できるように、今後の方向性も含め、

市長の考えをお聞きいたします。 

 また、すみれ学園の子供たちだけでなく、切

れ目のない子育て支援が必要な方々への対応も

併せて市長の考えをお聞きいたします。 

 以上で壇上からの質問を終わります。 

○浅野敏明議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 おはようございます。 

 鈴木富美子議員から、大きく２項目、私には

５点ほど、様々なご提言やらご意見、ご質問い

ただいておりますので、順次お答えを申し上げ

たいと思います。 

 まず最初に、会計年度任用職員の雇用改善に

ついてでございますが、女性が働きやすい職場
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環境にするにはということで、私へは、女性が

働きやすい職場環境の手本を市が示すべきと考

えるが、いかがかというようなご質問をいただ

きました。 

 お答えする前に少し、私ども地方公務員、長

井市役所の給与を含めた労働条件については、

ご承知のとおり国の人事院勧告に基づいて、山

形県のほうでは地方自治体として県のほうでそ

の人事院勧告について、県の人事委員会がそれ

について意見を出して、最終的に議会にお認め

いただいて、様々な給与等の労働条件を決定し

ていると。私ども市町村は人事委員会を設けて

おりませんので、県の人事委員会の勧告等々に、

また国の人事院の勧告を参考に、議会のほうに

その案を提示させていただいて議決いただいて

るというのが基本でございます。 

 そもそも国の人事院勧告については、国家公

務員も含めて私ども地方公務員は、労働基本権

についてはストライキ権を含めて制限されてお

ります。民間の労働者と違うところがそこでご

ざいます。したがいまして、国のほうでは、そ

の代償措置として、企業規模、事業所規模が50

人以上の企業を対象に、大体６万社ぐらいを対

象にして、うち毎年１万二、三千社の実態を調

査し、なおかつ、55万人と言われておりますが、

その従業員の方の労働条件等々を調査しながら

勧告を出すということでございます。 

 今年については、いわゆる一時金について減

額の勧告が出されたわけでございますが、そう

いったことで、労働条件全て、給与含めてです

が、そういった仕組みになっておりますので、

したがいまして、私ども長井市独自にいろいろ

な判断をするというのは適切な措置とは言えな

い部分もあると思っております。 

 ただし、私も、正職員が長井市役所の場合約

300名、それから、議員から紹介ありましたよ

うに、会計年度任用職員が約150名。450名の雇

用者でありますので、雇用責任がありますから、

そこは私の責任で様々なことを議会のほうに提

案させていただいて、それを可決いただいたら

決定するということができると思ってます。 

 鈴木議員からいただきました、女性が働きや

すい職場環境の手本を市が示すべきではないか

ということなんですが、一方で、長井市内の事

業所さん、企業の実態を私ども把握して、それ

に準ずるというのが本来はあるべき姿だと思い

ますが、しかし、ご承知のとおり、首都圏など

の大都市部、この辺ですと仙台市であったり新

潟市、政令都市があるわけですけども、そうい

ったところと私ども、民間の給与格差とか労働

条件の格差というのは、現実的にはかなり隔た

りがあると認識しておりますので、市が率先し

て民間の皆様がなさってないことをするという

のは、なかなか勇気が要ることであります。 

 したがって、長井市のスタンスとしては、や

はり長井商工会議所をはじめ市内の企業の皆様

にもお願いしつつ、あるべき姿を示しながら

徐々に改善していくというのが、私ども、市民

の皆様、あるいは企業の皆様から、懸命に働い

ていただいて、その税金としていろいろ使わせ

ていただいてるわけでございますので、なかな

か民間の皆様を差し置いて長井市だけが手本に

なるということは、やっぱり難しいと思ってま

す。 

 それと、初めに、会計年度任用職員制度につ

いてご説明をさせていただきたいと思います。

これまで臨時的任用職員、あるいは特別職非常

勤職員に分類されていた市役所でいういわゆる

非正規職員については、地方公務員法の改正に

よりまして、令和２年４月、昨年度より会計年

度任用職員制度が導入されたということで、私

どももそれに併せて昨年度よりこの制度を導入

しております。 

 会計年度任用職員制度導入前は、非正規職員

には期末手当の支給はありませんでしたが、導

入後は、六月以上の任期があり、かつ週当たり
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の勤務時間が15時間30分以上であるという支給

要件を満たした職員に対して期末手当が支給さ

れることとなりました。また、フルタイムの勤

務、これは労働時間が週38時間45分であり、か

つ勤続６か月を超える職員については退職手当

が支給されます。 

 休暇の面から制度導入後に変わった点を上げ

ますと、妊産婦の健康診査に係る休暇、また結

婚休暇等の有給休暇が増設されました。それだ

けではなく、任期が１年以上の勤続勤務の状況

にある方、そして休業後には職務への復帰の意

思がある職員については、育児休業が取得でき

るようになっております。これにより、以前よ

りも働きやすい職場環境になったと考えられま

す。 

 ここでいう任期が１年以上の継続勤務の状況

というのはどういうことかというと、会計年度

任用職員ですから１年ごとの契約なんですね。

ただ、１年ごとなんですが、非常に勤務評価が

高いという職員については、継続して勤務され

る方が実態として多いです。そういう方につい

ては、いわゆる２年目になるわけですから、２

年目以上の方には、そして復職するという意向

がある方については、ただいま言いましたよう

に産休はもちろんでございますが、育児休業が

取得されるようになったと。そういう状況でご

ざいます。 

 長井市の会計年度任用職員ですが、職種につ

いては、事務補助のほかに消費生活相談員や交

通安全専門指導員、母子保健コーディネーター、

管理栄養士、教育相談員、市史編さん専門員

等々、様々な職種で採用させていただいており、

議員からありましたように、今年の４月１日現

在、153名の会計年度任用職員を採用している

ところです。 

 年代別に見てみますと、30歳以下が13名、31

歳から40歳が19名、41歳から50歳が28名、51歳

から60歳が25名、61歳以上が68名と、41歳以上

が約８割を占めている状況でございます。 

 採用に当たりましては、市報への掲載やハロ

ーワークの求人票等々によりまして、職種、業

務内容、雇用形態、雇用期間、賃金等を明示し、

募集を行っております。 

 今年８月に給与勧告と併せて人事院が行った、

「公務員人事管理に関する報告」及び「国家公

務員の育児休業等に関する法律の改正について

の意見の申出」の中で、国家公務員に係る妊娠、

出産、育児等と仕事の両立支援のために講ずる

措置が示されたところです。非常勤職員に係る

措置といたしましては、不妊治療のための休暇、

原則年５日の有給での新設や、配偶者出産休暇

２日及び育児参加のための休暇５日の有給での

新設、また、産前休暇、産後休暇の有給化など

が上げられました。これらについて、人事院で

は人事院規則を改正し、令和４年１月１日から

有給の休暇として規定する動きになっておりま

す。 

 したがって、議員がおっしゃった無給という

のを有給ということで国で認めましたので、私

ども地方公務員のほうも、地方自治体のほうも

順次それに倣うということになるかと思います。

当市の会計年度任用職員の産前休暇、産後休暇

については、これまでの国の非常勤職員と同様、

無給の休暇として取り扱われてきました。国家

公務員の人事院規則が改正されましたら、長井

市でも他市の改正状況等を踏まえながら、会計

年度任用職員の産前休暇、産後休暇の有給化に

ついて検討を行ってまいりたいと思います。 

 検討を行ってまいりたいということなんです

けども、私はすべきだと思っておりますが、た

だ、いわゆる市の職員は、私の知ってる範囲で

はかつて最大で430名いらっしゃったんですよ。

それを平成10年代、平成25年ぐらいまでですか

ね、大変財政状況が厳しいということで、大変

厳しい行財政改革を行いました。その中でやは

り一番の課題は、人件費の圧縮であります。現
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在は22億円から23億円ぐらいで、今後急激に人

件費が増える見込みはないようにしております

が、かつては予算の３分の１、もう36億円、37

億円まで。ですから、今から見れば年間15億円

も人件費が多かったわけですね。それでもう身

動きが取れなくなったと。したがって、条例で

定める定員は400名近くいるんですが、それを

どんどんどんどん圧縮して、実際は今296名で

すか、そこまで減らしてきたと、３割以上減ら

してきたと。その代わり、やっぱり業務がどう

しても人手がないと処理し切れない、あるいは

正職員の残業が、時間外が非常に増えるという

ことから、いわゆる定時補助職員という形で、

１年契約の方に助けていただいて何とか切り抜

けてきたということです。 

 今まで有給休暇を、例えば産休、育休のとき

にその人たちに認めてはいるんですけども、無

給だというのは、結局その代わりに誰かを雇用

しなきゃいけないんですよ。その間にその会計

年度任用職員に代わる、いわゆる本当に臨時的

な会計年度任用職員をまた雇用しなきゃいけな

い。そうすると２倍かかるわけですね、人件費

が。ですから、そこのところが私どもとしては

壁になって、そこは市民からのやっぱり批判が

出るんじゃないかと。おかしいということも想

定されたので、残念ながら無給でせざるを得な

かったと。ただ、今回は国のそういう改正によ

りまして、私どももこれはやるべきだと私は考

えておりますので、来年度以降はそのようにし

てまいりたいと思っております。 

 この項目での２点目でございますが、会計年

度任用職員の雇用の継続など、独自の対応が必

要なのではないかということなんですが、振り

返りになりますが、会計年度任用職員制度が導

入された背景として、地方の厳しい財政状況が

続く中、多様化する行政需要に対応するため、

地方公共団体における臨時・非常勤職員が増加

していましたが、法律上、一般職の非常勤職員

の任用等に関する制度が不明確であったことか

ら、その採用方法や任期等を明確化することを

目的の一つとして制度が整備されたものです。

会計年度任用職員の任期は１会計年度の範囲内

で定めるものとされておりますので、次の年度

の再度の任用については、任期ごとに客観的な

能力実証に基づき任用を行う必要があるため、

継続した雇用の保障を行うことは難しいと考え

ております。 

 先ほど、会計年度任用職員の153名の年齢ご

との分布を口頭で申し上げましたけれども、高

齢の方が比較的多いんですけども、やはり本当

に会計年度任用職員の方が正職員を望むという

ことであれば、35歳まで受けることもできます。

なおかつ私どもは、初級、上級、それからＵタ

ーン・Ｉターン枠の３つの採用方法を取ってお

りますけれども、学歴等々は全く問いません。

ですから、上級っていっても、大卒だから上級

じゃなくて、年齢で分けてるんですね。初級に

ついては26歳程度でしょうかね。それから、そ

れ以上の方は35歳まで正職員として採用試験を

受けることがもちろんできるわけで、実際、会

計年度任用職員から何度もチャレンジして正職

員になった方は、少なからずいらっしゃいます。

それから、Ｕターン・Ｉターン枠というのは、

必ずしも今県外にいなきゃいけないというわけ

ではないんですね。５年以上県外での勤務経験

のある方については、それを受けることができ

る。この方は40歳まで受けることができるとい

うことで、最近ですと、毎年２人、３人ぐらい、

多い年ですと５人ぐらいというときもありまし

た。 

 正職員の場合も、あるいは会計年度任用職員

の場合も、いわゆる様々なうわさ等々を言って

いる方もいるようですが、縁故とか、あるいは

市の職員の子弟だとか、そういったことは全く

ありません。最初に、大体ほかの公務員試験の

場合は、市町村役場、自治体の場合は家庭内の
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プライベートな情報は書いてないと思いますが、

私どもも、住所はもちろん、これ書いていただ

かなきゃいけないんですが、家族構成とか、両

親とか家族がどこに勤務されてるか、そういっ

たことは一切記入していただいておりませんの

で、誰のお子さんだとか、誰と兄弟だとか、誰

と親戚だとかって一切ありませんし、なおかつ、

私ども特別職は、やっぱり一種の権利者ってい

いますかね、当然、私が点数をつけて最終的な

採用の決裁をやるということになりますと、私

とか副市長とか教育長に当然いろんな方から依

頼があるわけですね。そういったことを避ける

ために、私どもは採用試験に点数はつけられな

いことになってます。ただし、内定、内々定で

職員とか外部委員の方の厳正な試験結果で私ど

もに来て、最終的に内定を出すためだけに面接

するということをやっております。 

 これも前はしてなかったんですが、それをし

なかったら、その何年か、二、三年ですけども、

内定もらった人が辞退する方が続出したんです

ね。ですから、そこはやっぱり私どもではしっ

かりと念を押して、あなたに内定を出すからに

は、必ずうちの市役所に来てくれるのかと、な

おかつ、公務員になりたい人はうちはお断りだ

と、長井市の職員として長井市のために一生懸

命頑張るという人についてしか内定出しません

よということで、大体皆さん、はいって言いま

すので、そういった方は、私の知ってる範囲で

は皆さん長井市役所に来ていただけると。 

 あと、会計年度任用職員も同じでございまし

て、ペーパー試験はございませんけれども、し

っかりとした何人かでの面接、あるいはしっか

りとした書類的な審査なども行いまして、厳正

に行っているということであります。ただし、

来年も雇用しますよという保障ができない。こ

こは制度上、ご理解いただきたいと思います。 

 この項の最後ですが、会計年度任用職員の育

児休業についての考えでございますが、会計年

度任用職員の育児休業につきましては、令和２

年３月に長井市職員の育児休業等に関する条例

を改正しまして、会計年度任用職員が始まった

令和２年度から、条件に応じて取得することが

できるようなりました。これまでに２名の職員

が育児休業を取得しております。１会計年度ご

との任用になりますので、先ほど申し上げまし

たとおり、年度別の選考が必要となりますが、

その際、妊娠、出産、育児を理由に不採用にす

ることはなく、あくまで従前の勤務成績等によ

る選考を行っております。育児休業は、現在は

１年以上の在職期間を要件としていますが、国

家公務員の人事院規則改正等の動向を踏まえな

がら、取得要件の緩和など適切に対応してまい

りたいと考えております。 

 続きまして、２点目でございますが、すみれ

学園の今後の方向性についてということで、私

には、すみれ学園の今後の方向性をどう考えて

いるんだというご質問でございます。 

 すみれ学園の今後の方向性をどうするかとい

うことに当たりましては、議員からも様々な選

択肢について検討していた経過等々、ご説明い

ただきましたけれども、一番重要なのは、支援

を必要とする児童にしっかりと寄り添いながら、

その児童が最も必要とする支援を確保していく

ことだと考えております。 

 何度も申し上げておりますが、行財政改革、

本当に厳しい平成18年から平成22年の５年間の

間の中に、実はすみれ学園の廃園というのがあ

りました。その当時、２名いたんですが、これ

を廃園して、その２名の方、どこかほかに行く

ところを市のほうで責任持ってあっせんすると

いうことで、廃園にすべきだという行革委員会

での勧告だったんですけども、それについて、

私は現場などを見させていただいたり、あとは

保育に当たっている先生方のお話を聞いて、こ

れは皆さん誰もいなくなったということであれ

ば廃園でいいんですが、１人でもいらっしゃる
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以上は、やっぱりしっかりと市のほうで頑張ん

なきゃいけないということで、あえてこれらに

ついては職員にも納得していただいて、続行し

てまいりました。 

 ここ五、六年でしょうかね、非常にいい職員

の方、昔の定時補助職員という身分でしたけれ

ども、一生懸命なさっていただいてる方が何名

か一緒になって力を合わせて、いい運営を行っ

ていこうと頑張っていただいたので、非常にそ

れが評判となりまして、一時期、十数名、しか

も長井市内のお子さんだけじゃなくて、近隣、

あるいは南陽市からも大勢いらしていただいた

という評判のすみれ学園でしたけれども、最近、

やっぱり人の異動などがありまして、少し揺ら

いでいるところがあるなと思っておりました。 

 それで、長井市社会福祉協議会のほうに移管

したかったんですね。古い古いということなん

ですが、当然、私ども分かっておりましたので、

ただし、それを建設するには、やはり五、六千

万円ぐらいの建設費がかかると。それを、私ど

もの場合ですと国の補助等々を受けることがで

きませんので、全て自前でやんなきゃいけない

と。一方で、社会福祉協議会に移管すると、３

分の２の補助を受けて建設することができる。

したがって、社会福祉協議会にその３分の１の

負担部分を私どものほうで補助金として支援す

れば、社会福祉協議会は自前のお金を一切出さ

ずに建設できるということで、その分を別なほ

うに充てられますから、我々単独でやるよりは。

そういった方向を考えてたんですが、社会福祉

協議会のほうではなかなか、人員が確保できる

かとか、あるいは収益的にとんとんになれるか

どうかと、ぎりぎりの線だということで少し保

留をしていたところだったんですが、そんな中

で、利用している児童の保護者から、やっぱり

早くしてほしいということがありましたので、

どうしてもずるずるなっておりましたが、ただ、

今後の方向としましては、ここ最近になって随

分民間の動きが出てまいりましたので、民間の

ほうへの委任っていいますか、そういった方向

性も出ておりますので、これは年度内にやっぱ

り決定して、来年からどういうふうな方向に行

くか、そこで決断して、早急によりよい環境の

中で子供たちが学ぶことが、保育することがで

きるように努力したいと思います。 

 長くなって恐縮でございますが、最後に、切

れ目のない子育て支援の対応はということなん

ですが、切れ目のない子育て支援というのは、

この５月から市庁舎で全ての課等々が１か所で

業務を行うことによりまして、大分職員の皆さ

んも、あと私自身の認識も変わってきたと思っ

ております。関連する部署が一つの建屋の中で

仕事をすることができる、そのメリットってい

いますかね、正直、私も職員もそうなんですが、

経験ないんですね。長井市役所の今の職員で１

か所で集まって仕事したって経験がないので、

したがって、例えば子育て推進課だったり、密

接に関わるかつての健康課だったり、あと教育

委員会だったり、ばらばらだったわけですね。

これが一つになったということのその効果は、

計り知れないものがあると。随分職員の意識も

変わってきたと思いますので、より今後は連絡

調整と情報共有を密接に行いながら、安心して

子供を産み育て、子供が健やかに成長できる、

そして、長井市ならではの教育を受けて、子供

たちが自分の夢や希望に向かって着実に歩みを

進めていけるような、そんな子育て支援、教育

体制を取っていきたいと考えております。 

○浅野敏明議長 小林克人総務課長。 

○小林克人総務課長 私のほうには、質問事項の

１、会計年度任用職員の雇用改善について、２

点ご質問をいただきましたので、お答えを申し

上げます。 

 初めに、会計年度任用職員の女性職員が多い

理由でございますが、当然のことながら、募集

や選考におきまして、性別が応募や採用の合否
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に影響することはございません。長井市が会計

年度任用職員を募集する際に提示している勤務

条件、例えば雇用期間が１年であること、また

賃金、賞与の月数、労働時間等につきまして、

応募する方の希望する働き方に合致し、選考を

経て採用を行ったところ、結果といたしまして

女性が多かったものと感じているところでござ

います。 

 また、長井市内で女性の事務職の求人のほう

が少ないのではないのかなと少し感じていると

ころでもございます。 

 続きまして、会計年度任用職員の産前産後休

暇の取得の人数でございますが、先ほど市長よ

り、国家公務員の人事院規則の改正を踏まえま

して、会計年度任用職員の産前産後休暇の有給

化につきまして今後検討を行ってまいる旨の答

弁がございましたので、今後の状況は変わって

くると思われますが、現段階での会計年度任用

職員の産前産後休暇制度は、特別休暇として産

前６週、産後８週で無給となってございます。 

 会計年度任用職員制度が導入されました令和

２年度以降、産前産後休暇を取得した職員は４

名おられます。そのうち１名が育児休業を取得

後に既に職場に復帰しておりまして、もう１名

は、現在、育児休業を取得中でございます。ほ

かの２名の職員でございますが、１名の方は、

育児休業取得の要件でございます在職１年以上

の期間が満たされていないというような方でも

ございました。 

○浅野敏明議長 鈴木幸浩子育て推進課長。 

○鈴木幸浩子育て推進課長 私のほうは、すみれ

学園の今後の方向性について、４点ご質問をい

ただいておりますので、順次お答えをさせてい

ただきます。 

 まず、（１）すみれ学園利用者の支援の実態

はでございますが、令和３年12月１日現在のす

みれ学園の利用者は14人となっておりまして、

居住地ごとの内訳は、長井市が10名、南陽市が

２名、飯豊町、高畠町が１名ずつとなっており

ます。症状は、脳性麻痺、ダウン症、知的障害、

自閉症などとなり、障害の程度は、比較的症状

の重い児童から、その症状が疑われる程度のも

のまで、児童により様々な状態であるため、毎

日利用している児童もいる一方で、ほかの保育

園や児童センターなどとの併用利用により、２

週間に一度程度の利用となっている児童など、

児童一人一人の状態や保護者の希望に合わせ、

支援を実施しているところでございます。 

 （２）の職員の負担や技術的レベルに問題は

ないかでございますが、職員体制につきまして

は、県の条例、「山形県指定通所支援の事業等

の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例」という名称でございますけども、こちら

のほうで必要な人員が定められており、その基

準を満たして日々支援を行っております。障害

を持つ児童の支援を行う事業所であるため、職

員の負担は少なくありませんが、発達支援の各

種専門研修を受けた保育士の資格を持つ職員が

責任と熱意を持ちまして、児童一人一人の状態

に合わせ支援を実施しております。 

 （３）の保護者会からどのような意見が出さ

れているかでございますが、すみれ学園では正

式な保護者会は設けられておりませんが、毎月

参集が可能な範囲の保護者により、すみれカフ

ェが行われております。このすみれカフェは、

原則として、入所児童の保護者が、お茶などを

飲みながらリラックスした状態でお互いの悩み

を相談し合ったり情報交換を行ったりする場で

あるため、市として参加することは少ないので

すけれども、カフェに集まった保護者からは、

施設の老朽化に関する意見等が出され、その対

応について要望が寄せられております。 

 （４）今後３年間の利用者数は予想できるか

でございますが、今後３年間の利用児童の予測

につきましては、市が行っている各種健診等に

より、障害を持つ児童や症状が疑われる児童の
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情報について関係部署で情報共有を行っており

ますが、支援を必要とする児童については、保

育園や幼稚園等の施設に入所後、その症状が確

認されることが少なくなく、その予測は非常に

困難な状況にございます。ただし、今後の利用

者数の推移につきましては、ここ数年の状況を

鑑みた場合、少子化により児童数全体は減少し

ているものの、支援を必要とする児童について

は、ほぼ横ばいで推移するものと考えてござい

ます。 

○浅野敏明議長 10番、鈴木富美子議員。 

○１０番 鈴木富美子議員 改めてお聞きします

が、先ほど市長から人事院規則が改正になりま

すということで、いい話をお聞きしてほっとし

たところですが、それもすぐということにはい

かないと思います。やはり女性の職場は先ほど

少ないって市長もおっしゃいましたけど、事務

職とかがやっぱり少ないと私は感じております

ので、せめて市の会計年度任用職員だけでもい

い条件にしていただいて、ある程度採用できる

ような形にしていただきたいと思います。 

 その制度が出るのは令和４年１月とおっしゃ

いましたけども、その辺のはっきりした点は市

のほうにちゃんと通告されているのかどうかと

併せて、それに対して、先ほど進めてまいりた

いということでしたけども、具体的にそこまで

いってるのかどうか、市長に改めてお聞きした

いと思います。 

○浅野敏明議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 令和４年１月１日以降にできる

ということで、これ規則で定めることでござい

ますので、先ほど答弁でも申し上げましたよう

に、県内の13市の対応などを参考にしながら決

定することになると思いますが、やはり育休に

ついては、出産なさって育児中の保護者の皆さ

んにはやっぱりしっかりと保障をすべきだと考

えておりますので、なかなかそこの部分の人件

費は負担が大きくなりますけれども、ここは市

民の皆様にも理解していただけるものと思って

おりますので、ぜひそのようなことで、できる

だけ速やかに育休も取っていただけるような、

そういう制度の充実を図っていきたいと思って

おります。 

○浅野敏明議長 10番、鈴木富美子議員。 

○１０番 鈴木富美子議員 ぜひお願いしたいと

思います。私はやっぱり女性が元気だと、みん

な元気になると思います。育児ってやっぱり大

変です。子供が少なくなっている中、せめて手

当を厚くしたり、長井市に住んでいただける方

法をしっかりとしていただきたいと私は思いま

すので、そういうのが出たらぜひ早めに市のほ

うでも対応していただければと思いますので、

よろしくお願いします。 

 あと、先ほど総務課長から、募集しても賃金

だったり職場の仕事の内容で女性が多いという

ことは分かりますけども、例えば、職員の方が

お休みになられたときに会計年度任用職員がそ

の仕事をするという場合があると思います。そ

の辺の同じ仕事をやるということについて課長

はどのように考えておられるか、お聞きしたい

と思います。 

○浅野敏明議長 小林克人総務課長。 

○小林克人総務課長 ただいま鈴木議員からあり

ました、会計年度任用職員の方が出産等でお休

みになられるという場合に、また代わりの方を

採用するということでございますが、職場のほ

うから休まれるということを事前に総務課のほ

うでも捉えまして、早め早めに募集をかけてい

るところではございます。また、採用する際は、

産休の代わりということで募集をかけるわけで

すけれども、その際の待遇、また仕事の内容に

つきましても、面談のところで十分に説明を行

った上でご理解の上、採用しているという状況

に変わりはございません。 

 なお、女性の方へのこういった制度につきま

して、今いる職員や、また採用の際につきまし
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ても広く情報を公開いたしまして、積極的に応

募されるような方向を考えていきたいと考えて

ございます。 

○浅野敏明議長 10番、鈴木富美子議員。 

○１０番 鈴木富美子議員 やはり、みんなが元

気だと窓口にいらっしゃる市民の方にも伝わる

と思いますので、ぜひ職員の方には、市役所は

働きやすい場所だなというイメージを与えてい

ただいて、本当に働きやすい場所にしていって

ほしいと思います。よろしくお願いします。 

 続きまして、すみれ学園についてお聞きしま

す。市長から先ほど、今年中にすみれ学園の方

向を決めたいというお話がありましたが、保護

者の方にはそういう話は少しずつ行ってるのか

どうか、市長にお聞きしたいと思います。 

○浅野敏明議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 

 保護者の皆様には、子育て推進課のほうから

いろいろアポイントメントを取らせていただい

て、様々な懇談、意見交換の場を設けながら、

その意見の集約を今してるところでございます。

また、あわせて、現在働いておられる職員の皆

様にもいろいろなご意見などをいただいたりし

ているところでございます。 

 なお、子育て推進課のほうで進めております

が、やはり私も設置者の責任として保護者の皆

様とぜひ懇談したい、あるいは職員の皆さんと

も意見交換したいということで、そちらはまだ

終わっておりませんが、できるだけ速やかに行

いたいと思ってます。 

 やはり課題となるのは、従来どおり直営か、

もしくは私どもで単独ででも施設を新築して、

そして指定管理として社会福祉協議会に任せる

というのも一つの判断でありますけども、その

際は建設までやっぱりちょっと時間がかかると

いうことですね。あとは、民間に委託するとい

うことになると思うんですが、やはり民間に委

託するというのは、今まで直営でやってきまし

たので、果たして本当に委託して私どもの意向

がきちっと伝わってお願いできるのか、その辺

の見極めが非常に難しいと。あとは、私どもは

いかなる厳しいときでも、ぜひすみれ学園で保

育をお願いしたいという方等の、少数でも意見

をしっかりと受け入れて直営でやってきたわけ

ですから、今回本当にやめていいのかというと

ころも改めてやっぱり内部でしっかりと検討し

ながら、保護者やら、あるいは職員の意向など

も再確認して決めてまいりたいと思っておりま

す。 

○浅野敏明議長 10番、鈴木富美子議員。 

○１０番 鈴木富美子議員 やはりこの問題は、

結構前から父兄の間でも出ておりました。です

ので、今後、施設を建てるというのはちょっと

難しい問題ではありますので、ぜひ保護者の方

の意見をしっかりと聞いていただいて、取り残

されないように子供たちに過ごしていただきた

いと思います。ほかにお願いしたとしても、そ

の方向でいいのかどうかも、やはり保護者の意

見を尊重してほしいなと私は思っております。

新しく建てるにしても、今までも含めればもう

10年近くなるわけですので、やっぱり市のほう

と保護者たちとが、いい方向に向いていけばい

いと思っております。 

 その点につきまして子育て推進課長にお聞き

しますけども、すみれカフェではこの話なんか

はやっぱり出ていると思います。保護者たちの

意向はどんな感じなんでしょうか、お聞きした

いと思います。 

○浅野敏明議長 鈴木幸浩子育て推進課長。 

○鈴木幸浩子育て推進課長 お答えさせていただ

きます。 

 すみれカフェのほうは月１回なんですけども、

これまで二、三度、お邪魔させていただいてお

ります。あと、先月は保護者全体との意見交換

をさせていただいてるところでございますが、

様々な意見がございました。やっぱり一番は、
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今受けられてるサービスが低下しないかという

ところが一番心配されてるというところがござ

います。当然、やっぱり建設というところも頭

にございまして、新しければそれにこしたこと

はないというご意見もある一方で、今現在、長

井市内のほうに、すみれ学園ともう一つ、民間

の施設もございますが、そちらのほうと見比べ

ながら、施設が古いということは了解してると。

古いんだけれども、そこは理解の上でここを使

いたいという意見もございます。様々な意見が

ございまして、そちらのほうの意見を参考にさ

せていただきながら、また検討させていただき

たいと考えております。 

○浅野敏明議長 10番、鈴木富美子議員。 

○１０番 鈴木富美子議員 ぜひ、保護者と市と

が、納得いくように進めていただければと思い

ます。あと、年度内中に方向が決まるのかどう

かは分かりませんが、私としては、やはり子供

たちが困らないような方向で、しっかりと対応

していただきたいなと思っておりますので、よ

ろしくお願いいたします。 

 私の質問は以上で終わります。 

 

 

 鈴木一則議員の質問 

 

 

○浅野敏明議長 次、順位７番、議席番号１番、

鈴木一則議員。 

  （１番鈴木一則議員登壇） 

○１番 鈴木一則議員 政新長井の鈴木一則です。

よろしくお願いいたします。 

 昨年のこの時期は、新型コロナウイルス感染

拡大の第三波により感染者の増加が止まらず、

先が見えない不安な思いを持っていた時期でし

た。その後も第四波、第五波では、第三波以上

の拡大を迎えました。感染拡大は、連休や行楽

シーズンの旅行など、人の移動が多くなった１

から２か月後に必ず大きな拡大となっています。

今、ワクチン接種が進み、感染防止施策の継続

により落ち着きを見せていますが、ワクチンの

免疫抗体の減少によるブレークスルー感染が各

国で増えている状況もあり、早期のワクチンの

３回目接種が決定され、国内でも医療関係者の

接種が先週から始まりました。 

 また、新たな変異株のオミクロン株の拡大が

懸念される事態となっています。政府は、緊急

避難的に全世界を対象に外国人の新規入国者を

禁止しましたが、既に２例の感染者が見つかり、

市中に既に入り込んでいる可能性も懸念されま

す。感染力が強いという情報もあります。よう

やく行動制限が緩和され、人の流れも出て活気

が出始め、これから年末年始に向けリベンジ消

費など、経済の再生に期待をしている事業者の

皆さんに、感染拡大による影響が出ないことを

願うばかりです。 

 私の質問は、大きく３点です。明快なご答弁

よろしくお願いいたします。 

 最初の質問は、ＤＭＶの検討の状況と山形鉄

道フラワー長井線の今後の運営について伺いま

す。 

 線路と道路の両方を走るＤＭＶ、デュアル・

モード・ビークルの運行が、徳島県海陽町と高

知県室戸市の間で12月25日に始まることになり、

先月、全国ニュースや新聞紙上で取り上げられ

ていました。両県などが出資する第三セクター、

阿佐海岸鉄道株式会社が運行し、本格的な営業

運行は世界初とされています。このたび導入さ

れるＤＭＶの営業区間は約50キロメートルで、

そのうち線路走行は、徳島県海陽町と高知県東

洋町を結ぶ阿佐東線３駅間、全長8.5キロメー

トルと１駅を追加した４駅間、10キロメートル

になるようです。 

 山形鉄道へのＤＭＶ導入の可能性等の研究と

推進に向け、平成25年に長井市長を会長に、南

陽市、寒河江市、長井市、川西町、白鷹町、朝


